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直接目標

臨海部の立地企業を増やし、生産活動を活発にする
主な成果指標

名 称
（指標の出典） 

現     状 
第１期実施計画期間
における目標値 

第２期実施計画期間
における目標値 

第３期実施計画期間
における目標値 

川崎区の従業者１人あ
たりの製造品出荷額等
（工業統計調査） 

１億 4,500 万円

（平成２５年度） 

１億 5,700万円以上

（平成２９年度） 

１億 7,000万円以上

（平成３３年度） 

１億 8,400万円以上

（平成３７年度） 

キングスカイフロント
立地事業所累計数 
（総合企画局調べ） 

13事業所 
（平成２７年度） 

22事業所以上
（平成２９年度） 

30事業所以上
（平成３３年度） 

34事業所以上
（平成３７年度） 

※ その他の成果指標として、「高度研究人材の就業者数」等が考えられますが、今後、調査を行い、その結果をも

とに第２期実施計画策定時に反映します。 

計画期間の主な取組

事務事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

○国際戦略拠点地
区整備推進事業 

●キングスカイフロント
の価値を高める企業等の
誘致推進 

●立地企業等の連携促進
策の検討 

●民間企業と連携した利
便性向上及び研究活動を
活性化するリフレッシュ
機能導入に向けた取組の
推進

●電線類地中化など国際
戦略拠点に相応しい高水
準・高機能な拠点整備の
検討 

●国立医薬品食品衛生研
究所の着工

●（仮称）神奈川県ライ
フイノベーションセンタ
ーの着工

●キングスカイフロント
の価値を高める企業等の
誘致推進、キングスカイ
フロント地区整備概成

●立地企業等の連携促進
を図るエリアマネジメン
トのモデル実施 

●民間企業と連携した利
便性向上及び研究活動を
活性化するリフレッシュ
機能導入に向けた取組の
推進 

●電線類地中化など国際
戦略拠点に相応しい高水
準・高機能な拠点整備の
検討・推進 

●国立医薬品食品衛生研
究所の完成 

●（仮称）神奈川県ライ
フイノベーションセンタ
ーの運営開始

●キングスカイフロント
の価値を高める企業等の
誘致推進 

●立地企業等の連携促進
を図るエリアマネジメン
トの本格実施 

●国立医薬品食品衛生研
究所の運営開始 

●（仮称）神奈川県ライ
フイノベーションセンタ
ーの運営

事業推進

○サポートエリア
整備推進事業 

●産業道路駅前地区区画
道路の整備に向けた調整

●産業道路駅前交通広場
整備に向けた検討 

●「塩浜 3 丁目周辺地区
整備基本方針」に基づく
土地利用計画の検討 

●塩浜 3 丁目周辺地区内
の土地利用を支える基盤
整備の検討・推進（塩浜
32 号線拡幅整備） 

●「浮島地区土地利用基
本方針」の策定 

●産業道路駅前地区区画
道路の供用開始 

●産業道路駅前交通広場
の整備に向けた協議･調
整 

●「塩浜 3 丁目周辺地区
整備基本方針」に基づく
土地利用計画の検討 

●「浮島地区土地利用基
本方針」に基づく本格的
土地利用に向けた取組の
推進 

●「塩浜 3 丁目周辺地区
整備基本方針」に基づく
土地利用計画の策定及び
計画に基づく取組の推進

事業推進 

国の特区制度などを
活用して土地利用の
誘導及び企業等の誘
致を図るとともに、地
区の基盤整備等を進
めます。特にキングス
カイフロントについて
は、ライフイノベーショ
ンなどにより、京浜臨
海部の持続的な発展
と日本の経済成長を
牽引する国際戦略拠
点の形成に向けた取
組を推進します。

臨海部の機能強化を
図るため、産業道路駅
前地区、塩浜３丁目周
辺地区、浮島地区の
基盤整備等を推進し
ます。 
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事務事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

〇臨海部へのアク
セス向上推進事業 

●川崎駅東口周辺の交通
環境改善方策に基づく、
路線バス乗り場再編等の
取組の推進 

●臨海部の公共交通の機
能強化に向けた基本方針
の検討 

●臨海部の公共交通機能
強化に資する南武支線の
小田栄駅の設置 

●川崎駅東口周辺の交通
環境改善方策に基づく取
組の推進 

●臨海部の公共交通の機
能強化に向けた基本方針
の策定 

●南武支線や小田栄駅の
利便性向上等による利用
促進策及び安全対策等の
検討・推進 

●基本方針に基づく公共
交通の機能強化に向けた
取組の推進 

事業推進  

○臨海部交通ネッ
トワーク整備事業 

●東海道貨物支線の貨客
併用化に向けた情報の発
信及び関係自治体との協
議会の開催 

●川崎アプローチ線の一
部である南武支線の輸送
力増強に向けた検討 

●東海道貨物支線の貨客
併用化に向けた情報の発
信及び関係自治体との協
議会の開催 

●川崎アプローチ線の一
部である南武支線増強に
伴う通勤利用促進に向け
た取組の検討 

●川崎アプローチ線の一
部である南武支線増強に
伴う通勤利用促進に向け
た取組の推進 

事業推進 

○羽田連絡道路整
備事業 

●連絡道路の整備に向け
た国や関係自治体との協
議・調整等 

●事業計画に係る環境等
調査の実施 

●河川管理者等関係機関
との協議･調整 

●調査・設計の実施 

●河川管理者等関係機関
との協議･調整 

●東京 2020 オリンピッ
ク・パラリンピックをめ
ざした整備の推進 

●連絡道路整備を契機と
したアクセス機能等の充
実に向けた検討・調整 

事業推進 

臨海部活性化推進
事業 

●「川崎臨海部再生リエ
ゾン推進協議会」の開催

●京浜臨海部立地企業動
向調査の実施 

●臨海部工場立地図の更
新 

●臨海部の各地区の状況
や課題などを地図上に示
した地区カルテ・アクシ
ョンマップの更新 

●臨海部のＰＲ推進 

●「川崎臨海部再生リエ
ゾン推進協議会」の開催

●臨海部の各地区の状況
や課題などを地図上に示
した地区カルテ・アクシ
ョンマップの更新 

●臨海部のＰＲ推進 

●「（仮称）臨海部ビジョ
ン」の作成に向けた取組
の推進 

●京浜臨海部立地企業動
向調査の実施 

●「（仮称）臨海部ビジョ
ン」の作成 

●臨海部工場立地図の更
新 

●「（仮称）臨海部ビジョ
ン」に基づく取組の推進

川崎臨海部スマー
トコンビナートの
推進事業 

●川崎臨海部の環境技術
等について国内外に情報
発信 

●臨海部の企業間連携に
よる、新たな資源エネル
ギーの循環・有効活用に
向けた取組の推進 

●「京浜臨海部コンビナ
ート高度化等検討会議」
の運営 

●川崎臨海部の環境技術
等について国内外に情報
発信 

●臨海部の企業間連携に
よる、新たな資源エネル
ギーの循環・有効活用に
向けた取組の推進 

●「京浜臨海部コンビナ
ート高度化等検討会議」
の運営 

事業推進 

臨海部のポテンシャル
を最大限に発揮する
交通体系の構築に向
けた取組を進めます。 

臨海部の交通ネットワ
ークの充実に向け、東
海道貨物支線の貨客
併用化や川崎アプロ
ーチ線の新設などの
検討を進めます。 

臨海部の持続的発展
に向けて、臨海部の動
向把握やＰＲ等を通じ
た戦略的マネジメント
を推進します。

羽田連絡道路の早期
整備に向けた取組等
を進めます。 

臨海部企業の環境技
術等を情報発信すると
ともに、企業間連携を
促進し、新たな資源エ
ネルギーの活用につ
いて検討します。 
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事務事業名 

現状 事業内容・目標

平成 26～27 
（2014～15）年度

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

多摩川リバーサイ
ド地区整備推進事
業 

●多摩川リバーサイド地
区の整備・誘導方針に即
した土地利用の誘導 

（港町地区） 

●多摩川リバーサイド地
区の整備・誘導方針に即
した土地利用の誘導 

（港町地区） 

事業推進 

羽田空港近接の立地
条件を活かし、大規模
な土地利用転換の機
会をとらえ、高規格堤
防事業と連携を図りな
がら、適切な土地利用
を誘導することにより、
民間活力を活かした
良好な都市機能の形
成を図ります。 
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直接目標

川崎港での物流を活発にする
主な成果指標

名 称
（指標の出典） 

現     状 
第１期実施計画期間
における目標値 

第２期実施計画期間
における目標値 

第３期実施計画期間
における目標値 

川崎港貨物取扱量（公
共埠頭） 
（港湾局調べ） 

1,134 万 t 
（平成２６年） 

1,140 万 t 以上
（平成２９年） 

1,210 万 t 以上
（平成３３年） 

1,280 万 t 以上
（平成３７年） 

川崎港へ入港する大型
外航船（３千総トン数
以上）の割合 
（港湾局調べ）

70%
（平成２６年） 

73%以上
（平成２９年） 

76%以上
（平成３３年） 

79%以上
（平成３７年） 

計画期間の主な取組

事務事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

○東扇島物流促進
事業 

●コンテナターミナルの
適切な管理運営 

●京浜三港による港湾運
営会社の設立に向けた取
組の推進 

●川崎港利用促進のため
のインセンティブ制度の
検討・実施 

●コンテナターミナルの
適切な管理運営 

●港湾運営会社制度を活
用した効率的な港湾経営
の推進 

●川崎港利用促進に向け
たインセンティブ制度及
び輸送効率化の取組の検
討・実施 

●川崎港利用促進に向け
たインセンティブ制度及
び輸送効率化の取組の検
討・実施 

事業推進 

○千鳥町再整備事
業 

●「川崎港千鳥町再整備
計画」に基づく再整備等
の推進 

●千鳥町地区立体モータ
ープールの整備 

●「川崎港千鳥町再整備
計画」に基づく再整備等
の推進 
●千鳥町公共ふ頭におけ
る倉庫の再配置・高度化
の推進 

●千鳥町地区立体モータ
ープールの整備 

事業推進 

○港湾施設整備事
業 

●千鳥町 2 号岸壁及び背
後護岸の改修 

●港湾施設の補修及び改
良工事の推進 

●東扇島地区岸壁整備の
推進 

●千鳥町地区物揚場改修
の推進 

●港湾施設の補修及び改
良工事の推進 

事業推進 

○ポートセールス
事業 

●貨物量増大に向けた官
民一体となったポートセ
ールスの推進 

●東南アジア、中国を中
心とした新規航路開設（2
か年で 4 航路開設）に向
けた取組の推進 

●貨物量増大に向けた官
民一体となったポートセ
ールスの推進 

●東南アジア、中国を中
心とした新規航路開設に
向けた取組の推進 

事業推進 

港湾物流拠点の強化
に向けた取組を推進
し、川崎港の利用促進
と活性化を図ります。 

千鳥町において、老朽
化している公共ふ頭の
機能改善を図るため、
再整備を推進します。 

港湾施設の安全性の
確保と長寿命化を図
るとともに、今後見込
まれるコンテナ貨物量
の増加と船舶の大型
化に対応するため、岸
壁の整備等を推進し
ます。 

川崎港の利用促進を
図るため、取扱貨物の
増加や新規航路の開
設に向けたポートセー
ルスを推進します。 
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事務事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

○臨港道路東扇島
水江町線整備事業 

●国等関係機関との協
議・調整 

●臨港道路東扇島水江町
線の工事着手 

●東扇島内の臨港道路改
良の工事着手 

●国等関係機関との協
議・調整 

●臨港道路東扇島水江町
線工事の推進 

●東扇島内の臨港道路改
良工事（幹線 5 号道路拡
幅等）の推進 

●臨港道路東扇島水江町
線の供用開始（H30 予定）

○川崎港海底トン
ネル改修事業 

●防災設備の改修 

●共同溝及び人道部の耐
震補強 

●付帯設備改修工事の推
進 
●受変電室建屋の液状化
対策工事の推進 

●長寿命化対策の検討 

事業推進 

○埋立地維持・整備
事業 

●浮島 2 期地区廃棄物埋
立護岸の整備・維持管理

●東扇島堀込（ほりごめ）
部の土地造成に向けた調
査・検討及び港湾計画の
改訂 

●浮島 2 期地区廃棄物埋
立護岸の維持管理 

●東扇島堀込部の土地造
成に向けた調査・設計及
び事業計画の策定 

●公有水面埋立免許願書
の作成 

●東扇島堀込部の土地造
成事業計画に基づく取組
の推進 

●公有水面埋立免許出願
及び取得

●東扇島堀込部の土地造
成事業計画に基づく護岸
工事の着手（H30 予定）

友好港交流推進事
業 

●ベトナム・ダナン港、
中国・連雲港港との貿易
促進や定期航路の開設・
維持に向けた人材交流等
の取組の実施 

●ベトナム・ダナン港、
中国・連雲港港との貿易
促進や定期航路の開設・
維持に向けた人材交流等
の取組の実施 

事業推進 

港湾統計・情報シス
テム運営事業 

●「港湾調査」の円滑か
つ適正な実施 

●港湾情報システムの適
切な管理・運営 

●「港湾調査」の円滑か
つ適正な実施 

●港湾情報システムの適
切な管理・運営 

●港湾情報システム更新
の実施

事業推進 

浮島１期地区基盤
整備事業 

●段階的な土地利用の検
討 

●本格利用に向けた土地
利用計画及び関連する計
画の検討 

●段階的な土地利用の検
討 

●本格利用に向けた土地
利用計画及び関連する計
画の検討 

●本格利用に向けた基盤
整備の推進 

事業推進 

東扇島の発展及び機
能強化に向けた新た
なアクセスルート及び
災害時の緊急輸送路
として、臨港道路東扇
島水江町線の整備を
促進します。 

東扇島と市街地を結
ぶ唯一の連絡路であ
り、災害時に避難路と
なる川崎港海底トンネ
ルの機能維持を図り
ます。 

市民生活を支えるた
め、廃棄物護岸の適
切な維持管理を行うと
ともに、企業活動の継
続性を確保するため
埋立地の整備を推進
します。 

川崎港の利用促進に
向けて、ベトナム･ダナ
ン港及び中国・連雲港
港との交流事業を推
進します。 

港湾情報システムの
効果的・効率的な構築
と運営を図るとともに、
港湾統計データの活
用により、港の利用促
進を図ります。 

浮島１期地区につい
て、本格利用に向けた
基盤整備を推進しま
す。 
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事務事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

港湾管理事業 ●公有財産の適正な管理

●港湾環境整備負担金の
調査・徴収等 

●公有財産の有効活用の
推進 

●公有財産の適正な管理

●港湾環境整備負担金の
調査・徴収等 

●公有財産の有効活用の
推進 

事業推進 

東扇島小型船舶基
地整備計画策定事
業 

●本格的な基地整備に向
けた関係者との調整 

●東扇島小型船溜まり暫
定利用の推進 

●本格的な基地整備に向
けた関係者との調整 

●東扇島小型船溜まり暫
定利用の推進 

●「東扇島小型船舶基地
周辺土地利用基本計画」
の策定に向けた調査の実
施 

●「東扇島小型船舶基地
周辺土地利用基本計画」
の策定に向けた検討

事業推進 

京浜港広域連携推
進事業 

●京浜港の国際競争力強
化に向けた、コンテナ貨
物補助制度の検討・実施

●京浜港の連携施策の検
討・実施 

●京浜港の国際競争力強
化に向けた、コンテナ貨
物補助制度の検討・実施

●京浜港の連携施策の検
討・実施 

●京浜港の港湾運営会社
に対する支援・指導 

事業推進 

港湾計画策定事業 ●民間事業や公共事業に
係る港湾計画の変更手続
の実施 

●川崎港の低未利用地の
活用方策検討 

●民間事業や公共事業に
係る港湾計画の変更手続
の実施 

●川崎港の低未利用地の
活用方策検討 

●浮島１期地区の土地利
用計画に関連する港湾計
画の変更の検討 

事業推進 

港湾施設維持管理
事業 

●維持管理計画に基づく
点検調査・評価の実施 

●点検調査・診断した施
設の維持管理計画の見直
し 

●浮島２期廃棄物埋立護
岸の維持管理計画の策定

●港湾施設維持管理シス
テムの開発 

●維持管理計画に基づく
点検調査・評価の実施 

●点検調査・診断した施
設の維持管理計画の見直
し 

●臨港道路維持管理計画
の策定に向けた検討 

●港湾施設維持管理シス
テムの適切な管理・運営

●臨港道路維持管理計画
の策定

事業推進 

港湾における規制
指導事業 

●港湾における許可審
査、規制指導の推進 

●民間港湾施設の管理運
営や老朽化対策における
適切な指導助言の実施 

●新たな港湾隣接地域の
指定 

●港湾における許可審
査、規制指導の推進 

●民間港湾施設の管理運
営や老朽化対策における
適切な指導助言の実施 

●臨港地区及び分区の見
直しの検討 

事業推進 

川崎港の公有財産の
貸付・許可、港湾施設
使用料等の調査研究
及び市税外収入の徴
収等港湾の適正な管
理を推進します。 

官公庁船やタグボート
などの小型船舶等の
基地を整備し、川崎港
の利便性向上と防災
機能の向上を図りま
す。 

京浜港（川崎港、東京
港、横浜港）の連携強
化を推進し、国際競争
力強化を図ります。 

利用しやすい港湾とす
るため、民間企業から
の要請に応じて港湾
計画の変更手続をす
るとともに、次期港湾
計画策定に向けた取
組を推進します。 

「港湾施設維持管理
補修計画」の策定・運
用により、港湾施設の
機能維持・長寿命化を
推進します。 

港湾区域、臨港地区
等における適正な規
制指導を実施するとと
もに、臨港地区及び分
区の見直しに向けた
取組を推進します。 



施策４-４-２ 広域連携による港湾物流拠点の形成

事務事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

陸上施設等管理運
営事業 

●公共港湾施設等の補修
計画に基づく陸上施設等
の補修の実施 

●陸上施設等の円滑な管
理・運営 

●公共港湾施設等の補修
計画に基づく陸上施設等
の補修の実施 

●陸上施設等の円滑な管
理・運営 

事業推進 

海上・係留施設等管
理運営事業 

●老朽化した係留施設等
の的確な維持・補修、更
新の実施 

●係留許可、係船立会い
業務などによる、安全で
適切な係留施設の運営 

●老朽化した係留施設等
の的確な維持・補修、更
新の実施 

●係留許可、係船立会い
業務などによる、安全で
適切な係留施設の運営 

事業推進 

入出港船舶等調整
事業 

●航行安全を確保した上
での効率的な船舶調整業
務の実施 

●船舶調整マニュアルの
更新と利用者周知 

●航行安全を確保した上
での効率的な船舶調整業
務の実施 

●船舶調整マニュアルの
更新と利用者周知 

事業推進 

川崎港海底トンネ
ル維持管理事業 

●川崎港海底トンネルの
電気・機械設備の維持補
修 

●川崎港海底トンネルの
電気・機械設備の維持補
修 

事業推進 

コンテナターミナ
ル維持・整備事業 

●コンテナターミナルの
電気設備の保守点検・補
修 

●荷さばき地改良工事の
実施 

●ガントリークレーン・
トランスファークレーン
の保守点検・補修 

●コンテナターミナルの
荷役機械設備・空調設備
等の維持補修 

●荷さばき地改良工事の
実施 

●利便性向上のためのタ
ーミナル内の整備（電気
設備改修等）の推進 

事業推進 

貨物の円滑な流れを
確保するため、公共ふ
頭の陸上施設等の適
正な維持、管理・運営
を行います。 

海上・係留施設の適
正かつ的確な維持管
理及び運営を行うこと
で、川崎港の利用促
進を図ります。 

川崎港の利用促進を
図るため、出入港船舶
の安全確保及び航路
の効率的な運用を行
います。 

適正な維持管理により
良好な状態を維持し、
交通の円滑化及び利
用者への安全性、利
便性の確保を図りま
す。 

物流拠点の機能強化
に向けて、コンテナタ
ーミナルの機能を適切
な状況に維持するとと
もに、更なる機能の向
上に向けた取組を推
進します。 



施策４-４-３ 市民に開かれた安全で快適な臨海部の環境整

備

施策４-４-３ 市民に開かれた安全で快適な臨海部の環境整備

直接目標

川崎港の魅力を市民に広めるとともに、港の活力を高める
主な成果指標

名 称
（指標の出典） 

現     状 
第１期実施計画期間
における目標値 

第２期実施計画期間
における目標値 

第３期実施計画期間
における目標値 

川崎マリエン利用者数
（港湾振興イベント及
びスポーツ施設等の利
用者を含む） 
（港湾局調べ） 

40 万人 
（平成２６年度） 

41 万人以上
（平成２９年度） 

42 万人以上
（平成３３年度） 

43 万人以上
（平成３７年度） 

市内の海周辺施設を利
用したことがあり、魅
力を感じる人の割合 
（市民アンケート） 

11%  
（平成２７年度） 

13%以上
（平成２９年度） 

17%以上
（平成３３年度） 

21%以上
（平成３７年度） 

計画期間の主な取組

事務事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

○港湾振興事業 ●川崎みなと祭りやビー
チバレーボール川崎市長
杯などのさまざまなイベ
ントを通じた人々の交流
やレクリエーションの場
づくりの推進 

●各種メディアや広報物
等を活用した川崎港のＰ
Ｒ活動（H26 32 回）の
実施 

●川崎みなと祭りやビー
チバレーボール川崎市長
杯などのさまざまなイベ
ントを通じた人々の交流
やレクリエーションの場
づくりの推進 

●各種メディアや広報物
等を活用した川崎港のＰ
Ｒ活動の実施 

事業推進 

○港湾振興会館（川
崎マリエン）管理運
営事業 

●川崎マリエンの適正な
管理運営 

●川崎マリエンの利用促
進及び維持補修 

●川崎マリエンを利用し
た一般市民向けイベント
（H27 5 回）の実施 

●川崎マリエンの適正な
管理運営 

●川崎マリエンの利用促
進及び維持補修 

●川崎マリエンを利用し
た一般市民向けイベント
の実施 

事業推進 

○川崎港緑化推進
事業 

●「川崎港緑化基本計画」
の策定に向けた検討 

●「川崎港緑化基本計画」
の策定 

●「川崎港緑化基本計画」
に基づく、市民等に親し
まれる港湾緑地の整備な
どの推進 

・東扇島地区、水江町
緑地の整備の推進 
・浮島 1期地区におけ
る緑地整備の検討 

●「川崎港緑化基本計画」
に基づく、市民等に親し
まれる港湾緑地の整備な
どの推進 

事業推進 

関係団体と連携し、川
崎みなと祭りなど各種
イベントを実施し、川
崎港の振興を図りま
す。 

市民に開かれた港づく
り及び港湾利用促進
の拠点としての港湾振
興会館の活性化を図
ります。 

港ならではの緑地整
備や活性化を図りま
す。 



施策４-４-３ 市民に開かれた安全で快適な臨海部の環境整

備

事務事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

○川崎港保安対策
事業 

●適切な保安対策の推進
（H27 保安対策訓練実施
回数 5 回） 

●巡視船による港内巡視
と緊急対応、清掃船によ
る海面清掃の実施 

●適切な保安対策の推進

●巡視船による港内巡視
と緊急対応、清掃船によ
る海面清掃の実施 

●巡視船の更新による機
能強化 

事業推進 

○川崎港美化推進
事業  

●官民合同の一斉清掃活
動（H26 4 回）など川崎
港美化対策の推進 

●官民合同の放置自動車
監視パトロール（H26 11
回）など迷惑駐車や放置
自動車等対策の推進 

●官民合同の一斉清掃活
動など川崎港の美化対策
の推進 

●官民合同の放置自動車
監視パトロールなど迷惑
駐車や放置自動車等対策
の推進 

事業推進 

浮島２期地区埋立
事業 

●建設発生土等の受入に
対する適正な埋立管理 

●護岸等の維持管理 

●埋立管理施設の積出桟
橋補修の実施 

●建設発生土等の受入に
対する適正な埋立管理 

●護岸等の維持管理 

●埋立管理施設の積出桟
橋の補修の完了 

●第２ブロック埋立関連
施設の設計

事業推進 

港湾緑地維持管理
事業 

●港湾緑地の適切な維持
管理と管理手法の検討 

●港湾緑地でのイベント
等の開催の指導・管理 

●港湾緑地の適切な維持
管理と管理手法の検討 

●港湾緑地でのイベント
等の開催の指導・管理 

事業推進 

市民や船舶が安全に
安心して利用できる港
をめざして、所有船舶
や保安施設を適切に
維持管理し、港内巡視
や保安警備、港内環
境の保全を着実に行
います。 

港内道路、緑道等の
市民利用施設の環境
維持及び美化対策を
推進します。 

市民生活や公共工事
を支えるため、浮島２
期地区において廃棄
物等の適正な受入･処
分を進めます。 

港湾緑地の適正な維
持管理を行い、良好な
港湾環境の形成を図
ります。 


